
 

 
 

様式第七（第６条関係） 

 

確認の求めに対する回答の内容の公表 

 

 

    

１．確認の求めを行った年月日 

  平成30年８月29日 

 

２．回答を行った年月日 

  平成30年９月28日 

 

３．新事業活動に係る事業の概要 

福祉用具を介護事業者に供給する事業者（以下「当該事業者」という。）が、撤退予定の介

護事業者（以下「撤退事業者」という。）により利用者に貸与されている福祉用具について、

利用者が引き続き利用できるよう、撤退事業者から買い取り、これを当該事業者が選定した別

の介護事業者（以下「選定事業者」という。）にレンタル及び販売し、選定事業者が利用者に

レンタル及び転売する。 

 

４．確認の求めの内容 

当該事業者が撤退事業者から福祉用具を購入し、選定事業者にレンタル及び販売するに当た

り、購入した福祉用具を保管しその販売申込みの受付窓口となる事業所は、本社が締結した売

買契約に基づき、購入した福祉用具を選定事業者に引き渡す業務を担うが、本事業所は、古物

営業法第３条第１項の「営業所」に該当するか。 

 

５．確認の求めに対する回答の内容 

当該事業者の事業所は、古物営業法第22条第１項に規定する「古物の保管場所」であり、同

法第２条第２項第１号に規定する「古物を売買し、若しくは交換し、又は委託を受けて売買し、

若しくは交換する営業」が行われる場所ではないことから、同法第３条第１項に規定する古物

商の「営業所」には当たらないと解して差し支えない。 

 

 


